
 

  

研究データ管理事例集 
      

大学 ICT 推進協議会 研究データマネジメント部会 
オープンアクセスリポジトリ推進協会 研究データ作業部会       

2022 年 9 月 30 日 



1 

 

内容 
1. はじめに ........................................................................... 3 

2. 各機関による取り組み ............................................................... 4 

2.1. 研究データ管理支援 ............................................................. 4 

2.1.1. データ公開リポジトリの開発・運用（国立環境研究所） ......................... 4 

2.1.2. 全学的な研究データ及び実験機器の共有化（岐阜大学） ......................... 5 

2.1.3. 研究成果の利活用に向けた基盤サービス連携（理化学研究所） ................... 6 

2.1.4. 全学的な研究データストレージ環境の整備（金沢大学） ......................... 6 

2.2. 研究データ公開・利活用 ........................................................ 10 

2.2.1. 研究組織別のデータ公開・利活用を支援する環境の提供（理化学研究所） ........ 10 

2.2.2. 機関リポジトリによる研究データの公開パターン分析（北海道大学） ............ 10 

2.2.3. 外部検索エンジン最適化に向けた取り組み（北海道大学） ...................... 11 

2.2.4. データ利活用の促進と支援に向けた学内データベースの所在調査（名古屋大学） .. 12 

2.2.5. 運用が停止された学内データベースの再構築（総合研究大学院大学） ............ 12 

2.3. 利用者支援 .................................................................... 15 

2.3.1. 研究データ関連の講習会開催（国立環境研究所） .............................. 15 

2.3.2. オープンサイエンス・オープンアクセス支援サイトの開設（名古屋大学） ........ 15 

2.3.3. メタデータ作成・データの知識化に向けたコンサルティング（理化学研究所） .... 16 

2.4. 管理体制の構築 ................................................................ 18 

2.4.1. 付録データを含む機関リポジトリコンテンツへの CCライセンス付与（日本原子力研

究開発機構） ...................................................................... 18 

2.4.2. 論文に紐づく研究データのアーカイブ手順の整備（沖縄科学技術大学院大学） .... 18 

2.4.3. 「日本原子力研究開発機構研究データの取扱いに関する基本方針」の策定及び内規の

整備（日本原子力研究開発機構） .................................................... 21 

2.4.4. 「国立大学法人東京工業大学の研究データポリシー」策定（東京工業大学） ...... 23 

2.4.5. 「京都大学研究データ管理・公開ポリシー」策定及び実施方針の策定に向けた検討

（京都大学） ...................................................................... 24 



2 

 

2.4.6. 全学的な研究データ管理支援部門の設置（九州大学） .......................... 25 

3. 事例の傾向分析 .................................................................... 28 

4. 関係者一覧 ........................................................................ 30 

 

  



3 

 

1. はじめに 

本文書は，国内大学・研究機関による研究データ管理（Research Data Management, RDM）の取り

組み事例を取りまとめ，他大学・研究機関における RDM の普及・拡大を図るために作成された資料

です．RDM とは，「研究の開始から終了までを通じ，どのような研究データを収集・生成するか，

そのデータをどのように解析，保存，共有，公開するか，等を定め，これらを実践する行為」を指

します．今日，オープンサイエンスの進展や研究活動の透明性の維持といった様々な理由から，国

際的に RDM の重要性が着目されています．特に，公的資金を用いた研究における説明責任の観点か

ら，研究データ管理計画（Data Management Plan, DMP）を研究計画とともに制定することが欧米諸

国を中心として広まっています．日本においても，科学技術振興機構（JST），日本医療研究開発機

構（AMED），新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）などが主催する大型研究プロジェクト

においては，DMPの制定が求められるようになっています． 

このような現状のなか，大学・研究機関の執行部は機関の基本方針や戦略に沿い，研究者と研究

データ，並びに支援組織の関係を明確化し，組織的な RDM サービスを構築する必要に迫られていま

す．一方で，組織的な RDM サービスの導入に当たっては，多様な分野の研究データの取り扱いや部

署横断的な管理体制の構築，優先すべきサービスの決定など多くの課題があります．そこで，大学

ICT 推進協議会 研究データマネジメント部会（AXIES-RDM 部会）及びオープンアクセスリポジトリ

推進協会（JPCOAR）研究データ作業部会では，各大学・研究機関での RDM 推進状況や課題に関する

情報交換を目的とした「RDM 事例形成プロジェクト」を立ち上げ，両団体が持つ共通の課題の発見

と解決を促す取り組みを進めてきました．本文書は同プロジェクトによる取り組みの一環として作

成されたものであり，各機関の特徴的な取り組み事例，及び事例の傾向分析が含まれています．本

文書が，これから RDM体制を立ち上げようとする皆様への一助となれば幸いです． 

 

 

 

2022年 9月 13日 

青木学聡（AXIES-RDM部会主査） 

結城憲司（JPCOAR研究データ作業部会主査） 

 

 

 

注：本文書に含まれる各機関の事例及び執筆者の所属は，2022年 3月末現在の情報を元に記載され

ています．各機関における最新の取り組み状況については，各機関が公表している資料をご確認い

ただく，あるいは担当部署へ個別にお問い合わせください． 
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2. 各機関による取り組み 

 本章では，RDM事例形成プロジェクト参加機関による特徴的な取り組み事例を紹介する． 

 

2.1. 研究データ管理支援 

2.1.1. データ公開リポジトリの開発・運用（国立環境研究所） 

国立環境研究所(NIES)地球システム領域(ESD)地球環境研究センター(CGER)ではデータ公開リポジ

トリ「地球環境データベース(GED)」を運用しており，合わせてデータ公開に向けたメタデータ作

成，ライセンス・バージョン管理，公開データのフォーマット変換，ランディングページ準備，DOI

付与といった研究支援を行っている．研究データへの DOI付与は 2016年 9月より開始し，地球環境

データを中心に，現在までに 53件のデータセットに DOIを付与して公開している．研究データに

DOIを付与することで，データ引用はもちろん，バージョン管理等，公開データの管理がしやすく

なるため，研究者からの需要も多い．特に近年は，オープンデータの流れで，論文投稿時に根拠デ

ータの公開を要請する学術雑誌や出版社が増えているが，その多くで研究データへの DOI付与が条

件とされている．そのため，研究データに DOIを付与する際の手順をフローチャート式に示したガ

イドもイントラから公開し，研究者の理解を助けている．さらに，2018年度からは，研究者，研究

チームが効率的に研究データを管理・共有でき，よりスムーズにデータを公開できる支援システム

GERDaMS (Global Environmental Research Data Management System)の開発も進めている．これら

の活動は，論文出版を円滑にし，データ公開のインセンティブに繋がっている手ごたえがある． 

 

図 1 NIES/CGERの研究データ基盤 
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2.1.2. 全学的な研究データ及び実験機器の共有化（岐阜大学） 

岐阜大学では，研究活動及び教育活動に紐づけていける仕組みの一環として RDMを捉え，研究活

動支援環境を構築してきた． 

実験機器の共有化の観点では，これまでの全学の研究機器センターに加え，各研究室に設置して

ある機器を WEBシステムで統合し，全学共用システムの導入を図ることで，全学の研究力を向上す

ることを目的とした事業を進めている．さらに，遠隔からの実験機器操作を支援するために，機器

の自動化や VRを使った実験室事前体験を行っている．具体的には，MRを使った操作シミュレーシ

ョン，プレゼンスロボットでの現場サポート，4K映像配信などの環境を整備した． 

 研究データの学内共有化の観点からは，従来から研究室単位で管理されてきた研究関連データ（研

究過程で発生する多種多様なデータ）の相互利用が可能となる環境を整備し，多種多様な研究関連

データを共有環境に置くことにより，利用権限を付与された研究者や学生が検索しやすい環境を提

供することを企画している．さらに，研究データの共有を行う際には，ブロックチェーンを使いオ

リジナルデータへの改竄防止や共有者履歴を管理することで，データ流出防止などの研究データ安

全性を担保する計画である．これにより，学生を含めた研究者が研究データをどのように利用した

かのトレーシングが可能となる．また，こういった研究情報を共有することで，研究スピードや質

的向上を図り，学外研究機関との共同研究や受託研究の拡大を図ることが可能となる． 

  

 

図 2  岐阜大学の研究活動支援システム環境関連図 
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2.1.3. 研究成果の利活用に向けた基盤サービス連携（理化学研究所） 

理化学研究所では，従来のスーパーコンピュータと並立する形で，データ駆動用のインフラ 

HOKUSAI Sailing Ship (HSS)を導入した．これはプライベートクラウド環境に 30PB のストレージを

備えた環境で，研究者のデータ処理に利用されるほか，後述していくオープンサイエンスの基盤サ

ービスにも利用されることを想定している． 

オープンサイエンス推進のための基盤サービスには，研究情報管理システム（データリポジト

リ），メタデータベース（データカタログ・検索基盤），業績登録・管理システムが含まれ，研究

所の研究成果を外部公開し利活用することを主眼にシステム設計が行われた．それに加えて，研究

所内で研究データの制限共有・非公開データの管理にも大きな需要があったため，RDMを実現可能

なリポジトリである研究情報管理システムを構築することとした．研究情報管理システムには，オ

ープンソースのオンラインストレージシステムである NextCloudと，NII が提供する GakuNin RDM

をオンプレミスで利用した．原則として，研究者は GakuNin RDM上に研究プロジェクトを作成し，

NextCloudの領域を結び付けて研究データの管理を行う．オンプレミスのサービスを作成した理由

としては，1) 学術認証フェデレーション「学認（GakuNin）」以外のユーザーへの対応，2) 研究活

動から発表，データ公開までのシームレスなフロー作成，の要求に応えるためである．特に，後者

に必要な研究所内のシステム間連携の検証を，即応性が高い状態で進めることを企図した．この研

究フローは，典型的には NextCloudをデータ保管庫として中心に据え，各研究者の持つデータ生成

器と HSS上の計算資源もしくは他機関のスパコン，GakuNin RDM をそれぞれ接続することで実現さ

れる．将来的には GakuNin RDMを介して NII の運用するサービスプロバイダ（SP）に合流すること

を目指している． 

2022年 3月時点では，支援の基盤システムはほぼ構築が終了し，実際の研究活動への支援が試用

的に始まっている．また，研究フローの設計と構築に向けてのテスト作業が進んでおり，実運用に

おける課題が今後も表出してくると思われる．既に判明している課題としては，研究データに関し

て，書誌的なデータを含む研究単位毎に存在する様々なメタデータに対応する機能がないことが挙

げられる．メタデータベースとの連携も含め，研究データの Findable性能に関しては改善余地があ

ると考える． 

 

2.1.4. 全学的な研究データストレージ環境の整備（金沢大学） 

金沢大学は，令和 2年度「先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラ

ム）」の採択を受けた．本学が採択された「大学の経営戦略を支えるコアファシリティの統合的整

備モデル」では，研究統括本部を新設し，研究基盤を担う学内施設や共用設備や人的資源を一元化

したうえで 4つのプラットフォームに分けている．我々はその中の「データマネジメント・ビッグ

データ解析受託プラットフォーム」の一員として本事業に参画している．RDMの重要性の流れを受

け，本事業の柱の一つとして，本学研究者に対する RDM基盤のインフラ提供を掲げ，構築を進めて

きた． 

 学内に RDM基盤の構築を進めるにあたり，RDM基盤を本学で全て構築するのかについて検討し

た．研究プロジェクトの多くは様々な研究機関の研究者が集まって実施されていることから，本学
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で全ての ITインフラを調達・運用することは，負担が大きく非効率的だと考えた．さらに，RDM基

盤に求められる条件は日々変化し，常に動向を把握し，適切にシステムに反映を行うのは困難と判

断したため，GakuNin RDM を利用することにした．ただし， GakuNin RDMをベースとするが，研究

データ格納のストレージは本学で用意した． 

 

図 3 全学的な研究データストレージ環境の整備（金沢大学） 

 

 本学のストレージは，外部クラウドサービスと学内ストレージ環境のハイブリッドで構築を行う

ことにした．外部クラウドサービスを採用した理由は，物理スペースを必要としないため，導入が

容易で拡張性も高く，そして災害時のリスクも小さいメリットがあるからである．その一方で，学

内にもストレージ環境も構築する方針にした理由は，研究データは非常に機微な情報のため，一部

の研究者は学外にデータを配置することを躊躇する可能性を考えたからである．基本的には学外ク

ラウドサービスを提供し，状況に応じて学内ストレージの利用を許可する方針とした． 

GakuNin RDMが提供しているストレージの利用方式は「標準ストレージ」，「機関ストレー

ジ」，「拡張ストレージ」の 3パターンある．本学では，機関ストレージとして外部クラウドサー

ビス，拡張ストレージとして学内ストレージ環境を利用することとした． 

機関ストレージを選定するために 3つの条件を考えた．一つ目は，GakuNin RDMに対応している

かである．機関ストレージは GakuNin RDMが提供している接続インターフェースを持つストレージ

を選定する必要がある．我々は GakuNin RDMの「S3 Compatible Storageインターフェース」，す

なわち Amazon S3互換の REST APIを持つストレージをターゲットとした．二つ目は，ストレージ要
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件が本学の要望にあうかである．ストレージ選定にあたり，本学に必要な要件を判断するために，

学認クラウド導入支援サービスのチェックリストを利用し，項目を総合的に見て判断した．三つ目

は，ストレージの料金体系である．ストレージの料金体系として，従量課金制ではなく，完全定額

制で安価なものを調査した．調査の結果，オブジェクトストレージは基本的には従量課金制であっ

たが，定額制として対応可能な事業者とコンタクトを取った．また，通常アウトバウンドのデータ

転送料やリクエスト数による従量課金があるが，SINET接続にすることでこれらの従量課金をなく

すことが可能となるため，将来性を考慮し，SINET5 サービス提供機関一覧から，オブジェクトスト

レージサービスを行っている事業者にコンタクトをとり，料金体系を確認した． 

 コンタクトを取った各事業者の検証環境と GakuNin RDM とを実際に接続し，動作検証を実施し

た．本学が検証を行い，動作確認が取れたオブジェクトストレージは「ニフクラ オブジェクトスト

レージ（富士通クラウドテクノロジーズ）」，「楽天クラウドオブジェクトストレージ（楽天コミ

ュニケーションズ株式会社）」，「Oracle Cloud Infrastructureオブジェクトストレージ（日本

オラクル）」の 3つである．その中で，今回我々は価格や SINETの接続実績を考慮して Oracle 

Cloud Infrastructureを採用した． 

 また，我々は学内ストレージとして，Cloudian HyperStore を選択した．選定理由は GakuNin RDM

との親和性で，HyperStore は S3 APIに 100％準拠しており，GakuNin RDMで問題なく動作させるこ

とが出来た点にある． 

現在，多くの研究データを抱える医学系の研究グループと共同で，構築した RDM環境の検証の準備

を進めるとともに，全学に対する試行についても同時に準備を行っているところである． 
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https://advocacypublic.clouddamppe.microsoft.com/ja-jp/story/gifu-u
https://www.orchid.gifu-u.ac.jp/
https://www.orchid.gifu-u.ac.jp/
https://metadb.riken.jp/osp/regulation_j.html
https://dmsgrdm.riken.jp/8mqt9/
https://www.nii.ac.jp/openforum/2021/day2_rcos3.html
https://doi.org/10.2964/jsik_2021_065
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2.2. 研究データ公開・利活用 

2.2.1. 研究組織別のデータ公開・利活用を支援する環境の提供（理化学研究所） 

理化学研究所では，公開・発信を正しく行うために，研究組織毎にデータ公開・利活用について

の方針及びガイドラインを作成した．利活用データは，研究者が公開を決定するデータと，研究所

が公開を研究者に課すデータに分けられ，それぞれに対して異なるポリシーを適用している． 

 

(1) 研究証跡データの所在登録自動化 

研究証跡データは，研究情報管理システムもしくは公共レポジトリに登録することを義務付けて

いる．これを支援する機能として研究情報管理システムと業績管理システムが連動しており，業績

登録時に研究証拠データの所在を登録する．この登録作業は GakuNin RDM と業績管理システム間で

WEB API による連携を行っており，研究者は自分がもつ GakuNin RDM のプロジェクトのリストから

該当プロジェクトを選択する．以上により，研究業績を支える研究証跡データが常に関連付けられ

ている環境を実現していく． 

 

(2) 外部からの研究データ利用・連携を促進する領域の確保（理化学研究所） 

利活用データを公開する場合は，研究者が所属する部署におけるガイドラインに照らし合わせた

うえで，研究情報管理システム上の利活用データ専用の領域に配置される．この領域にはクラウド

基盤技術（S3プロトコル）が利用されており，外部からの利用・連携が容易に行えることを期待し

ている．また，このデータ配置は GakuNin RDM を経由して行われ，研究管理に利用していた 

GakuNin RDM のプロジェクトを複製し，利活用データ領域を結び付けたのち，必要な研究データの

みをコピーすることで容易な研究公開を実現している． 

 

2.2.2. 機関リポジトリによる研究データの公開パターン分析（北海道大学） 

 近年，学術論文の投稿時や査読の際に，当該論文で使用した研究データ，特に論文の根拠データ

について，機関リポジトリ等による事前公開を求められることが多くなってきている．北海道大学

の教員からも「論文投稿にあたって研究データを先んじて機関リポジトリで公開したい」との要望

が徐々に挙がるようになってきた． 

 これらの要望に対応して，本学の機関リポジトリ「北海道大学学術成果コレクション

（HUSCAP）」において，初めて研究データの公開を行ったのは 2017年であった．その後，「論文投

稿に関連するもの」以外を含め，2021年までの 5年間に計 14件の研究データを公開した．公開し

た研究データは以下のように分類できる．「論文投稿に関連するもの」はパターン 1に該当する． 

  パターン 1： 9件 

 論文投稿に関連するもの．論文の公開前に，根拠データを登録 



11 

 

(a)    論文自体にデータの URLを記載するため（公開は論文公開と同時）［7件］ 

(b)    査読者とデータを共有するため（公開は論文公開と同時）［1件］ 

(c)    査読のため（登録と同時に公開）［1件］ 

  パターン 2： 4件 

 公開済論文を HUSCAPに登録すると同時に，根拠データを登録（登録と同時に公開） 

  パターン 3： 1件（紀要 10号分） 

 水産学部の紀要「海洋調査漁業試験要報」（調査・観測データを掲載）の登録（登録と同

時に公開） 

  

 パターン 1(a)及び(b)は「登録と同時に公開」ではないため，登録に工夫が必要となる．HUSCAP

が使用するリポジトリソフトウェア DSpaceには，非公開（かつ，公開用 URLは確定した）状態での

登録機能があり，パターン 1(a)ではそれを利用した．また，非公開状態のコンテンツにアクセス可

能なアカウントを作成できるため，パターン 1(b)では査読者にそのアカウントを共有することによ

り，要望通りの公開方法を実現した．なお，パターン 1(c)，2及び 3は，従来の論文等の登録と同

様の方法で登録・公開するものであり，特別な扱い等は不要であった． 

なお，従来，HUSCAPは「公表済の学術論文」を主要な公開対象としていたため，公開可能な資料

等について規定している「北海道大学学術成果コレクション資料提供・公開細則」では対象資料と

して「研究データ」を挙げていなかった．このため，投稿中の論文で使用している研究データ（上

述の分類におけるパターン１）を登録するには，例外として登録するための追加手続きが必要とな

り，スムーズな登録が困難であった．そこで，2021年 4月，登録が迅速に行えるよう規程（北海道

大学学術成果コレクション資料提供・公開細則）を改正し，公開対象に「学術論文等の研究成果に

付随する研究データ」を追加した． 

 

2.2.3. 外部検索エンジン最適化に向けた取り組み（北海道大学） 

 北海道大学の機関リポジトリ「北海道大学学術成果コレクション（HUSCAP）」において，研究デ

ータの利用促進のため，登録した研究データが Googleの提供するデータセット検索サービス

Dataset Searchの検索対象となるためのカスタマイズを実施した．具体的には，研究データのラン

ディングページに schema.orgに準拠した記述が埋め込まれるように改修作業を行った． 
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2.2.4. データ利活用の促進と支援に向けた学内データベースの所在調査（名古屋大学） 

名古屋大学学術データポリシーを受けて設置された学術データ基盤整備 WGでは，大学が行う支援

の一つとしてデータ利活用の促進と支援に取り組んでいる．学内には研究成果として作成・公開さ

れたにも関わらず公開状態が維持できず埋もれているデータベースがあると考えられることから，

データベースの利活用及び継続的な維持管理の方法を検討するため，学内の教職員を対象に，デー

タベースの所在調査を行った． 

調査は WGの情報連携推進本部/附属図書館サブチームが主体となり，対象や質問項目について検

討した．本調査は詳細な実態調査ではなく，およその状況を把握することを目的としており，デー

タの種類を限定せず，また検索機能を持たないデータセットも含むものとし，質問項目はデータの

内容，管理主体，問題の有無等，必要最小限の項目に絞って WEBアンケートを行った．調査期間は

2021年 11月 30日から 2022 年 1月 7日の 1か月強で，14の部局から 54のデータベースについて回

答を得た．うち，「問題がある」とされたのは 31件であった．一部のデータベースについては回答

者に個別のインタビューを行い，分野特有の事情等を聞き取り調査した． 

今回得られた回答は学内に存在すると思われるデータベースのごく一部に過ぎないが，データの

種類や問題点の傾向など，今後の計画を立てる上で参考になる．リポジトリで公開可能なデータが

あれば試験的に登録を行い，事例として活用する予定である． 

 

2.2.5. 運用が停止された学内データベースの再構築（総合研究大学院大学） 

総合研究大学院大学（以下，総研大という．）では，まだ研究データの管理や公開といった事柄

に関して他の研究機関等ではあまり関心を示していなかったであろう 2009年頃から「大学が保有す

る様々な学術情報を公開し，研究者だけでなく広く社会に提供していくための窓口」として ACI 

SOKENDAI（Academic Contents Initiative Sokendai）（以下 ACIという．）というデータベースを

構築し，附属図書館ホームページ上で様々な研究データを公開・提供していた． 

 2018年 7月，外部から ACIにアクセス出来ないとの問い合わせがあり，調査の結果 ACIが構築さ

れていたサーバが廃棄されていた事が判明した．廃棄の理由としては，ACIを構築・管理していた

教員の退職後，新たなサーバ管理者が登録されていなかった事から不要と見なされたというもので

あり，かつ移設ではなく撤去したとの事であった．結果，総研大附属図書館ホームページからも

ACIに関する案内が削除された． 

 その後，複数の大学・研究機関・公的機関及び個人から，ACIに搭載されていた各種データベー

スが利用出来なくなった事により様々な不都合が生じているため，データベースの運用を再開して

欲しいとの要望が多数寄せられた．ACIには「貝塚データベース」「鶏コレクションデータベー

ス」「HRMS（High Resolution Spectroscopy Database）」ほか 20近いデータベースが搭載されて

いたが，特に「貝塚データベース」に関する要望が多く寄せられた．「これらのデータベースはこ

れまで様々な分野の研究者，卒業論文や学位論文のための研究を行っている学生に広く利用されて

きた」といった意見と共に，実際に ACIのデータをバックグランド情報として利用した科学誌掲載

論文の例も送付されてきた． 
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これらの意見に基づきシステム担当者と協議した結果，サーバは廃棄されたがバックアップが採

取されている事からデータベースの復元が容易であると判断し，要望があった各機関等に対してそ

の旨を通知した．その後の復元作業に向けた調査から同様のデータベースを再開する事は不可能と

判明したが，上記を踏まえ何らかの形でデータについては提供する必要があると判断するに至り，

データ公開のための簡易データベースを構築した． 

  

データベース復元作業の詳細 

 データベース復元作業については外部の専門業者に委託したが，しばらくして「マニュアルに則

り何度も試行してみたが復元出来ない」との連絡があった．ACIのベースとなるシステムを開発し

たメーカーに調査を依頼したところ，ACIは 2つのシステムから構成されており，その片方のシス

テムしかバックアップが採取されていない事から ACI の復元が不可能である事が判明した． 

 当初は容易に復元が可能と推測されていたことから各所の要望に応じる旨の回答をしていたが，

実際には復元が不可能であり，同様のデータベースを再度構築するには相当の労力と予算（1千万

円以上）が必要である事が判明したため，①「ACIは大学の Officialなシステムだったのか」②

「大学に再構築の責任はあるのか」という疑問が生じた．①については，過去の附属図書館 HP上に

「組織的に構築しているデータベース」という記述があり，開発者個人ではなく総研大として公開

していた事が判明した．②については法制上の論点について調査したところ，法律としての縛りを

見つける事は出来なかったが，内閣府内の「デジタルアーカイブの連携に関する関係省庁等連絡

会・実務者協議会」によって作成・公開された「デジタルアーカイブの構築・共有・活用ガイドラ

イン」では「公開ポリシーの考え方」「二次利用条件の表示」「長期アクセスの保証のために」と

いった項目が設けられ， 

  

〇保有するコンテンツの保存，デジタル情報資源の保存 

〇特定製品等に依存せず，仕様等が公開され，かつ広く普及している（国際標準等で定められ

た）フォーマットを採用 

〇複数箇所にデータが存在する状況を作るなど，データの分散化・複数化を進める． 

  

といった提言がなされていた．（ACIについては，これらに関する義務を怠っていた．むしろ独自

開発のシステムを使うなど反対の事を行っていた．） 

本件は，「管理者不在」「マニュアル及び規則の不備」「バックアップ作業の錯誤」など複数の

過誤が重複した事により，事態の修復に多大な労力を要する事となったことから，研究データ公開

に関する明確なポリシー，管理者の設置，維持システムの構築の必要性を実感した．また，本件に

関する経緯を調査するにあたり，附属図書館 WEBページのアーカイブズが大きな役割を担った事か

ら，WEBページそのものをアーカイブする事の必要性を認識した． 
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2.3. 利用者支援 

2.3.1. 研究データ関連の講習会開催（国立環境研究所） 

国立環境研究所では，2016 年より，図書室が中心となり，主に所内の研究者・研究支援者に向け

た研究データ関連の講習会等を開催してきた．オープンアクセス・オープンサイエンス，研究デー

タ基盤等をテーマとして取り上げ，これまで 20回以上実施している．各回 50～60 分で，参加者の

業務の都合を考慮し，同じセミナーを複数回開催する場合もある．講師は通常図書室のスタッフが

担当しているが，その時々の所内ニーズによっては所外の有識者に講演を依頼することもある．資

料はイントラ HPより公開し，当日参加できなかった場合でも後から見られるようにしている．これ

らの活動は，研究者の研究データ管理・公開に対する知識を拡げ，意識向上に貢献している． 

  

図 4 国環研図書室開催 オープンサイエンス関連セミナー 

 

2.3.2. オープンサイエンス・オープンアクセス支援サイトの開設（名古屋大学） 

名古屋大学では，従来，研究データの公開については，個別に相談があればリポジトリへ登録す

る運用としていた．2020年 10月に名古屋大学学術データポリシーが策定され，大学として支援環

境を整備するにあたり，リポジトリで研究データの公開ができることを周知するため，附属図書館

でオープンサイエンス・オープンアクセス支援の WEB サイトを開設した（※）．サイトの内容は，

オープンサイエンス，オープンアクセス，FAIR原則の一般的な説明，機関リポジトリでの公開を含

む研究データ公開支援体制の案内，RDMに関する参考資料から成る．今後関連情報を随時追加して

いく予定である． 

 

※名古屋大学では，学術データの管理・公開・利活用を支援するための具体的な施策を検討する WG

（学術データ基盤整備 WG）を設置しており，オープンサイエンス・オープンアクセス支援サイトの

開設はこの WGの施策の一つとして実施した．WGは副総長である情報連携推進本部長が主査を務

め，情報連携推進本部，医学部/附属病院，教育推進部，附属図書館，IR戦略室，学術研究・産学

官連携推進本部，研究協力部の教員及び実務担当者がメンバーとなっている．WEB サイトの開設

は，附属図書館が案を作成，実現したものである． 

内容（キーワード/テーマ等）

1 オープンにするってどういうこと？ オープン化の潜在的利益、GreenOA、GoldOA、機関リポジトリ、APCなど

2 昨今のAPC事情 OＡジャーナルの種類、APC、APCの価格分布、カスケード査読など

3 学術情報の識別子（DOIとORCID) DOI、ORCID、リンクメカニズム、オープンアクセスとの関連性

4 世界のオープンアクセス事情 オープンアクセス、パブリックアクセス、JISC・NIHの方針など

5 OA時代の著作権 著作権法、クリエイティブコモンズ、研究データの権利関係など

6 オープンアクセスの実際 ジャーナルのポリシー、Self-archivingの方法、プレプリントとポストプリント、オフセット契約、フリッピング

7 オープンアクセスと研究データ管理 データのオープン化、データリポジトリ、研究データ管理、ファンドの方針

8 プレプリントサーバの現在 プレプリントサーバの概要、ジャーナル出版との違い、分野別プレプリントサーバ、研究評価、ＳＮＳ連携

9

10 Predatory Journalに注意しよう 補食出版、Predatory Journals、APC、査読プロセス、ジャーナル評価指標

11 新型コロナとオープンアクセス パンデミックと学術出版、論文のOA比率、プレプリントサーバ、論文のスクリーニング

12 動画公開と著作権 著作権、公衆送信権、翻案権、同一性保持、グラフや図表の転載、フリー素材の誤解、動画の引用

13 刊行物のアーカイブと機関リポジトリ デジタルコンテンツの弱点、機関リポジトリ、リンクメカニズム、メタデータとコンテンツファイル、メタデータの粒度

14 クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの基本 知的財産権の保護、学術出版とCCライセンス、非営利利用、改変禁止の意味、二次的著作物、CC0とPDの違い

内容（キーワード/テーマ等）

1 研究機関と研究活動に求められるもの オープンサイエンスの概念、世界の政策動向、データのオープン化、研究データ管理（RDM）

2 研究データ引用の世界 研究データ基盤の変化、FAIR原則、研究データのメタデータ、引用形式紹介、DOI付与、粒度設定の注意点

3 研究データ共有の原則 データインフラ、データの生産工程、FAIR原則、学術出版社のデータポリシー、ロングテールのサポートと相互運用

4 サイエンスの新しい形 データシェアリング、Data Driven Science、Digital Humanities、Citizen Science、データ駆動型研究と基盤

特別編

5 ジャーナルのデータポリシー 研究データのライフサイクル、ジャーナルのデータポリシー、研究不正の関係性、ポリシー策定のレイヤー、査読工程

6 国立環境研究所 オープンアクセスモニタリング アーカイブ、オープン化、根拠データと固有識別子の付与、根拠データのライセンス、論文とデータのRelation Type

「OA2020に向けての動向」講演：細川聖二氏（JUSTICE/東京大学附属図書館)[JNLC連絡会にて開催]

「オープンサイエンス」事始め

サブタイトル

「オープンサイエンスとAI」　講演：北本朝展氏（国立情報学研究所)[企画部と環境情報部（図書室）共催]

「オープンアクセス」を知るセミナー

サブタイトル
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図 5 オープンサイエンス・オープンアクセス支援 WEBサイト（名古屋大学附属図書館） 

 

知見が少ないため情報としてはまだ不十分であるが，今後研究データ公開を促進していく上で，

支援体制や窓口を明確にすることは重要である．また，WEBサイトがあることで案内や広報がしや

すくなると考えられる． 

 

2.3.3. メタデータ作成・データの知識化に向けたコンサルティング（理化学研究所） 

理化学研究所では，研究データの利活用を促進するため，データにはメタデータを付与すること

がデータポリシーに定められている．このメタデータ作成・データの知識化に関して，面談等によ

る支援活動を行っている．また，ハッカソンを毎年開催することにより，実際のデータ作成作業の

促進や知識共有に向けた活動を行っている．これらの過程で作成されたメタデータは書誌的なメタ

データにとどまらず，研究データの性質を示すメタデータが含まれ，メタデータベースに登録され

ることで研究データの高度な検索が可能となる．その他，研究所で行われる研究 DX化課題の公募を

行い，採択されたものに関して資金を提供し，情報統合本部に設置された各ユニットから支援を行

うことで，データ公開・利活用へつなげている． 

ハッカソンの開催により，研究データの性質を示すメタデータは着実に集まりつつある．また，

現進行中の所内公募課題には多くの応募があり，研究情報管理システム，メタデータベース，HSS

の利用につながる研究・開発が続いており，今後のオープンサイエンス活動につなげることができ

ていると考える． 
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1) 尾鷲瑞穂. “国環研図書室における研究者支援のためのセミナープログラム : オープンアクセ
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http://wdc2.kugi.kyoto-u.ac.jp/openscws/ws5ppt/18030106_Owashi.pdf, (参照 2022-3-31). 

2) “名古屋大学附属図書館オープンサイエンス・オープンアクセス支援サイト”. 

https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/oap/os/index.html, (参照 2022-3-31). 

  

http://wdc2.kugi.kyoto-u.ac.jp/openscws/ws5ppt/18030106_Owashi.pdf
https://www.nul.nagoya-u.ac.jp/oap/os/index.html
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2.4. 管理体制の構築 

2.4.1. 付録データを含む機関リポジトリコンテンツへの CCライセンス付与（日本原子力研

究開発機構） 

日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）では，原子力機構で出版しているテクニカルレポ

ートに，2021年 4月よりクリエイティブ・コモンズ・ライセンス（以下，CCライセンス）を導入し

て著者が選択できるよう投稿のルールを改訂した．改訂後の投稿ルールでは，CC-BYを推奨してい

る．なお，テクニカルレポートは著者に著作権があるため，第三者が利用したい場合は逐一原子力

機構の許諾を得る必要があった． 

テクニカルレポートには，JAEA-Research（研究報告，研究速報），JAEA-Technology（技術報

告），JAEA-Data/Code（データ集，コード，データベース），JAEA-Evaluation（機関評価報告書，

研究評価報告書，プロジェクト終了報告）といった区分があり，JAEA-Data/Codeや JAEA-Research

などは付録としてデータ，コードやデータベースなどが添付されることがある．これまでの権利表

示では付録データに言及しておらず，さらにデータは著作物ではないため保護の対象とはならない

という懸念があった．そこで，権利表示の記述においてはテキストや図表のみならず付録データも

包含する表現とし，付録データを含むテクニカルレポート全体について，保護しつつ利用を促進す

るよう改善をはかった． 

2021年度に受理し，既に出版したテクニカルレポート 90件のうち 77件に CC-BYを付与した

（2022/1/31現在）．CCライセンスになじみがないとの問合せも僅かにあるが，以前と比べると CC

ライセンスと研究開発成果の利用促進に理解が示されてきていると考えている． 

 

2.4.2. 論文に紐づく研究データのアーカイブ手順の整備（沖縄科学技術大学院大学） 

沖縄科学技術大学院大学では 2017年より規則を変更し，研究データのアーカイビングを義務化

し，そのガイドラインを策定した．当初は研究支援ディビジョンの科学計算・データ分析セクショ

ンが研究データのアーカイブ事業を行っていた．2021 年に教員担当学監がデータ・アーカイビン

グ・コーディネーター（以後コーディネーター）を採用したことにより，学術論文に紐づく研究デ

ータはコーディネーター主導でアーカイビングが開始された．論文に紐づかない研究データのアー

カイブは引き続き研究支援ディビジョンで担当することになった．学術論文出版に使用されたデー

タかどうかでアーカイブする部署を分けている理由は，出版されたデータについてはコーディネー

ターがデータを取得し内容確認を行い，それが変更されたものでないデータであることを保証する

ためである．一方，出版に使用されなかったデータのアーカイビングの規則は存在しないが，現状

では各研究ユニットがこれからの研究のためにアーカイブするのか削除するのかを判断する．閉鎖

される研究ユニットや終了したプロジェクトのデータの場合には，コーディネーターから科学計

算・データ分析セクションに連絡が入るので，それをアーカイブしている．なお，アーカイブに使

用するストレージは，科学計算・データ分析セクションがセントラルデータストレージを構築して

おり，その一部がアーカイブとして割り当てられている． 

アーカイビングの手順としては，研究者がコーディネーターにデータを提出する．アーカイブの

提出はプライベートに行われ，データは適正な許可なく共有されない．本学では研究データの共有
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を義務化しておらず，また，人の被験者データは匿名にてアーカイブしている．これは，データが

安全に保存されることを保証し，研究者から信頼を得ることで，重要な情報が削除されることなく

研究データを完全な状態でアーカイブするためである．提出されたデータはコーディネーターによ

り本学の基準に合致しているのかを確認し，アーカイビングを行う． 

研究者がデータを提出する際には，1) 元のデータを最終的に処理するために使用されたコードと

その分析，2) 他の研究者がオリジナルの測定値から論文の結論まで追跡できるレベルの文書の 2つ

の情報を提出するように依頼している．この文書にはデータ作成者，取得日，測定されたシステ

ム，既定ではないファイルタイプへのアクセス方法等のデータに関する詳細な情報を含める必要が

ある．これらの細かいデータは出版段階で曖昧になり省略されることは珍しくない．そこでコーデ

ィネーターは出版のレビューの中で見落とされる可能性のある詳細な情報を収集するように努めて

いる．全体として，研究手順の再現性を確保し，不正の申し立てを簡単に調査出来るように基準を

設定している． 

 コーディネーターが行ったアーカイビングに関する研究者への面談調査によると，81名中 71名の

研究者から回答があった．通常 50TBの研究用のストレージが提供されているが，調査結果は，各研

究ユニットは少なくとも 35%の研究者に割り当てられたストレージ容量が上限に近づいていると報

告していた．本学ではアーカイブの取り組みとしてさらなる容量を割り当てる予定はないが，ユニ

ットのストレージの負担軽減のために古いデータをアーカイブへ移動する対応を行っている．また

１論文につき 100GBのストレージがあれば十分と考える研究者がほとんどであった．アーカイブに

関する懸念事項としては，35%がストレージの容量，30%はアーカイブに関する追加業務，21%がプラ

イバシーと回答した．面談中にも，研究者からたびたびアーカイビング事業について否定的な反応

があったとのことである．2021年 4月に公開データのアーカイブを開始したときには，コストと管

理可能なサイズということで 1出版に付き 100GBのストレージと規定した． 

 さらに，コーディネーターが 2021年 4月１日から 2021 年 11月 12日までの約 7か月に行った調査

によると，284の出版論文のうち 79論文（28%）のデータのアーカイブを行い，165論文（58%）は

アーカイブするための要件を満たしていないためにアーカイブの対象ではなかったことが判明し

た．165論文の内訳は，82 論文（29%）：他大学との共同研究であっために本学がデータオーナーで

はなかった，30論文（11%）：Reviewや Analytical paperだったために元々データがなかった，27

論文（10%）：すでに公開されたデータであった（本学ではすでに公開されたデータは本学ではアー

カイブしていない），23論文（8%）：データがなかった，３論文（１%）：その他の理由を挙げて

いた． 

また，研究者にとってはデータの文書化については通常のルーティンの中の一部として作成する

ものではなく，新しい望まない業務として捉えられている傾向がある．そのための対策として，本

学では教育担当学監が研究ユニットの年次評価においてユニットのアーカイブの状況を調査してい

る．研究者がテニュア資格をほしい場合にはアーカイビング要件を満たし，良い評価を得る必要が

ある．また研究データの扱いは通常ポスドクや学生が管理していることが多いため，彼らへのちょ

っとしたインセンティブとして，データを提供したらコーディネーターからお手製のクッキーと無

料コーヒーチケット配布のサービスを行っている．それらの経費はコーディネーターの自己負担で
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あるが，アーカイブに対してポジティブな発想をもってくれることを期待して自主的に行ってい

る． 

本プロジェクトの窓口は図書館であったが，コーディネーターと図書館との連携として 2点を挙

げる．1点目は，本学のリポジトリに各研究ユニットのキーワードを登録したフォルダーを作成し

たことである．本学は学部がなく，80もの研究ユニットがフラットに存在する組織であるため，各

研究ユニットの研究内容を把握することが困難であった．これを解消するために，コーディネータ

ーは研究ユニットのキーワードを登録する Research Tag というデータベースを作成することを計画

していた．そして，その簡易版として，本学のリポジトリに各研究ユニットのキーワードを登録し

たフォルダーを作成した．フォルダーを指定しキーワード検索をすると，それに合致するユニット

名が検索できる仕組みができ，学内外の方が研究内容をキーワードで検索できるようになった． 

 

図 6 研究ユニットのリサーチタグの例（OIST） 

 

2点目は，論文をリポジトリへ登録するためのウェブフォーム内にコーディネーターから依頼の

あった質問事項を追加したことである．図書館では出版又は未出版論文をリポジトリへ登録するた

めのウェブフォームがあり，必要な場合に著者に入力してもらっているが，そのフォームの質問事

項の一つとして「この論文に紐づくデータがあるか？」を追加し，その結果をコーディネーターと

共有している．図書館としてはオープンサイエンスを推進するために，今後も学内のコーディネー

ターや研究支援部署との連絡を強化していきたいと考えている． 
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図 7 研究データに関する質問事項（OIST） 

 

本学では，コーディネーターを採用したことで本学のアーカイブ事業が大きく前進したと言え

る．これまでは研究者による自発的なアーカイブ用データの提出を待っている状態であったが，網

羅的にアーカイブをし，その内容を調査・分析できる段階まで発展した．図書館とコーディネータ

ーとの情報共有も以前より増してきており，このプロジェクトに参加して内部での情報共有が容易

になったと感じる． 

*本稿のアーカイブ手順又は研究者への面談調査については，コーディネーターが出版した論文

（参考資料 1）を元に筆者が抜粋，翻訳したものである． 

 

2.4.3. 「日本原子力研究開発機構研究データの取扱いに関する基本方針」の策定及び内規

の整備（日本原子力研究開発機構） 

日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）においては，①「日本原子力研究開発機構研究デ

ータの取扱いに関する基本方針」（データポリシー．以下，ポリシー）の策定（2020年 3月），及

び②「研究データ取扱規程」等の内規の制定（2020年 9月）を行った． 

①ポリシー策定は「統合イノベーション戦略」に対応するための取り組みである．研究連携成果

展開部研究成果管理課（当時）が主となって，ポリシー素案への意見募集，研究開発成果管理委員

会（原子力機構の研究開発成果の取りまとめ，普及，活用の計画及び実施に関する重要事項につい

て議論する内部の委員会．以下，親委員会）を経て，役員，幹部職員の意見を反映して作成した

（2019～2020年度）．この際，原子力機構として管理の対象とすべき研究データの範囲，管理や公

開の指し示す行為，機微技術情報管理に関する懸念などが論点となった．検討の過程で，組織とし

て方針・運用を統一することなどが特に大きな課題となったため，その一定の解決及びポリシーの

実現のために②を行った． 
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②規程制定の際には，研究データ管理委員会を親委員会の下に組織して集中的に議論することと

し，研究連携成果展開部研究成果管理課（当時）が事務局となって取りまとめた（2020年度）．合

意形成の過程は，意見募集を除き，①と同様である．規程においては管理，公開，非公開の対象と

する研究データの区別，各部署（部相当の組織単位）でデータ管理計画を作成し，毎年チェックす

ることなどの管理上の規定のほか，フルオープンだけでなく外部に研究データを提供（有償，無

償）することも可能な規定としている．規程制定においては，既存規程（輸出管理，機微技術情報

管理，情報セキュリティ，知的財産，契約，文書管理等）に整合すること，研究者・技術者への過

重負担を防ぐこと，研究者・技術者が外部資金獲得時に研究データの取扱いを検討する際にも原子

力機構の方針に則って考えられるような指針とすることに留意し，議論した．ポリシーと内規の関

係を図に示す． 

 

 

図 8 データポリシーと内規との関係（原子力機構） 

 

規程制定後，各部署に RDMに当たって課題がないか調査を行った（2021年 12月下旬～2022年 1

月上旬）ところ，大半の部署で大きな問題はないと報告された．ただし，上述のとおり研究データ

の管理基盤は未導入のため，効率的な管理／公開システムを導入してほしい，RDM に関するマニュ

アルや判断基準を明確に示してほしいといった要望が寄せられており，組織的な RDMという点では

実践の途上と考えている． 
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2.4.4. 「国立大学法人東京工業大学の研究データポリシー」策定（東京工業大学） 

東京工業大学では，2020年度から本学の研究データポリシーについて検討を重ね，2021年 4月に

「国立大学法人東京工業大学の研究データポリシー」を策定した．さらに，ポリシーを具体化した

「研究データ管理・公開実施方針」の策定に着手し，学内での検討を進めている． 

研究データポリシー策定に当たっては，全学的な戦略の下で研究及び産学連携に関する企画立案

等を行う「研究・産学連携本部（本部長：研究担当理事・副学長，CIO）」のもとに 2018年度に

「オープンサイエンス推進部門」を設置し，当部門を中心に検討を行った．2021 年度のオープンサ

イエンス推進部門の構成は，部門長（本年度は附属図書館長が兼務），各部局（学院等）の研究担

当の副学院長を含めた教員 11名，知財部門，輸出管理部門の URA 2名，研究公正担当，図書系職員

（情報図書館課）を含む職員 5名からなる．情報図書館課が事務担当を担っている．なお，当部門

は 2018～2020年度に学内向けに研究データのオープン化に関するアンケートの実施や，外部から講

師を招いてのオープンサイエンスに関する講演の開催を行い，この期間の活動がポリシー策定に至

る意識醸成のための準備期間ともなった． 

策定の経緯としては，2020 年 10月末に研究担当理事・副学長から年度内を目処とした研究デー

タポリシー策定の指示があり，京都大学や名古屋大学の先行事例も参考にして部門長と事務担当を

中心に原案を作成した．翌年 1月から原案を元に部門会議での議論を開始し，各学院に展開して意

見を反映し，3回の部門会議（内 1回はメール審議）を通して案を取りまとめた．その後，2021年

4月 16日に役員会にて正式承認された． 

 

図 9 ポリシー策定までの経緯とその後（東工大） 

 

目標としていた 2020年度中に本学の研究データポリシーを取りまとめるため， ポリシーは総論

的な内容にとどめて短期間で仕上げ，対象となる研究者，研究データの定義，公開における概念，

実際の運用における手順等については「実施方針」で定めることとした．今後の課題として，「研
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究データ管理・公開実施方針」の策定・DMPのひな型提示，研究データの保存・管理プラットフォ

ームなど実践的な運用方法の検討などが必要となる．具体的には，異動・定年時におけるデータの

引継ぎ方法，学生の研究データの扱いなどを詰めることが課題となる． 

 

2.4.5. 「京都大学研究データ管理・公開ポリシー」策定及び実施方針の策定に向けた検討

（京都大学） 

京都大学では 2020年 3月に「京都大学研究データ管理・公開ポリシー」を策定し，2021年 3月

には，同ポリシーに基づいて各部局が実施方針を策定するためのガイドライン及びひな形を作成し

たことから，2021年 5月 27日に担当の全学委員会から各部局に対して，ポリシーに基づいた部局

実施方針の策定を依頼した．依頼の際にはガイドラインやひな形といった参考資料を提示したが，

策定作業を行う部局からは多くの問い合わせが寄せられた．部局に対する個別ヒアリングの結果か

らも，策定作業の過程で検討すべき課題が判明し，また様々な疑問が発生したことがわかった．問

い合わせ・ヒアリングにおいて多かった内容は以下のとおりである． 

（課題） 

・実施方針を検討するにあたって，研究データの保管方法・アクセス管理・データ収集元との長

期保存に係る取り決めなど，既存ルールとの整合性を確認する必要がある．また，既存ルール

が存在しない場合には，研究者の判断のよりどころとなるようなガイドラインの作成も検討課

題となる． 

（疑問点） 

・研究公正の文脈における研究データ保存計画との違い，関係性について 

・共同研究，協力講座，寄附講座等の外部の研究者・学生が関わる場合の扱いについて 

・同一部局内であっても研究分野によって研究データ管理方法が大きく異なる場合の扱いについ

て 

なお，実施方針の策定にかかる期限を特に定めていなかったこともあり，2022 年 2月末の時点で

は大半の部局が検討中の状態である．継続的な部局実施方針検討状況の確認と課題・疑問点の聞き

取り，またそれらに対する助言・情報提供など，部局へのフォローアップを今後も引き続き実施す

る必要がある． 

部局実施方針の策定支援以外に検討すべき課題としては，各種データ保管用のストレージ整備が

ある．現在，学内における研究データの主な保管場所としては機関リポジトリ（公開のみ・登録デ

ータ容量の上限あり）とオブジェクトストレージサービス（2022年 4月現在試行期間中・学内の

み）があるが，研究活動中の研究データ管理に適したストレージや，研究終了後の大容量データ，

非公開・共有のみデータを保管できるストレージについても要望が多い．大学として整備・提供方

法を検討する必要がある． 
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さらに，各種公的資金で提出が必要となる DMP・メタデータ項目について具体的な内容が明らか

になった際に，それらを迅速に収集・整理して支援業務に反映するなど，臨機応変な対応が求めら

れる． 

 

2.4.6. 全学的な研究データ管理支援部門の設置（九州大学） 

 九州大学では，2019年度から 2020年度にかけて，研究データ管理基盤検討タスクフォースにお

いて研究データ管理基盤や支援体制について検討し，大学執行部に提言を行った．研究データ管理

基盤検討タスクフォースには，RDMに関わる学内のステークホルダーとして，情報基盤研究開発セ

ンター，情報システム部，附属図書館，企画部・IR室，学術研究・産学官連携本部に所属する教職

員が参加した．必ずしも充分な調整が図れたわけではないが，複数部局のメンバーが協力して検討

の場に加わりこれまでにない部局間の連携を伴う全学向けの研究支援体制を模索した．また，執行

部に対する提言では，オープンデータやオープンサイエンスの理念に加えて，データマネジメント

やデータガバナンスの面からも基盤整備の必要性を強調した． 

 また，同タスクフォースでは，学外の関連機関の活動とも積極的に連携を図り，体制整備の指針

とした．国立情報学研究所(NII)が提供する GakuNin RDM の実証実験を通して研究データ管理基盤の

要件整理や費用の試算を行った．また，複数のメンバーが NIIや大学 ICT推進協議会（AXIES）の作

業部会や各種イベントに参加して国内外の先行事例や動向を収集した．サービス内容や支援体制の

検討に当たってはオープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）が公開する RDM サービス設計の

ための教材を参照して根拠資料とした． 

研究データ管理支援部門のサービス内容や組織構成はこの提言の内容に基づいてまとめられ，

2021年度には，文部科学省指定国立大学法人の将来構想に伴う概算要求により体制整備の予算措置

が決まった．組織体制の整備には経常的な予算が必要で実現困難なことが多いが，上述のタスクフ

ォースにおける継続的な取り組みが執行部の理解を得られ，折よく指定国立大学法人の申請に重な

り，全学一丸となって新たなイノベーション創出に臨もうとする大学のビジョンとも適合して，結

果として大学の将来構想における組織構成の一部に発展した．これを受けて，データ駆動型による

教育・研究・医療の展開をミッションの一つとする DX推進本部構想が提起され，研究データ管理支

援部門がその一部門に位置付けられた．研究データ管理支援部門では，人的・インフラ両面から研

究者に対する組織的な支援を行う．また，研究データ管理基盤用の大型ストレージが 2022年度に調

達予定となった． 

 体制整備に向けた第一の課題として，具体的なサービス内容・範囲の明確化が挙げられる．研究

データ管理支援部門として予算は措置されたものの，要求した金額とは大きく乖離している．認め

られた予算内で無理なくスモールスタートできるように，必要とされるサービスから優先度の高い

ものを取捨選択して実施する必要がある． 

 第二に，多様なステークホルダーによる相互協力が可能な体制の構築が挙げられる．研究データ

管理支援部門は小規模でありながら必要とされるサービスは多岐にわたるため，関連部局の協力が

不可欠である．また，学内連携の理解を得やすくするためにも研究データポリシーの早期策定に取

り組まなければならない． 
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 第三に，支援スタッフの育成が挙げられる．サービスの開始に向けて JPCOARが公開する教材や標

準スキルの資料を活用するとともに，研究データ管理支援部門が中心となり，関連するステークホ

ルダーが有する個別のノウハウを可能な限り共有・蓄積して，サービスの向上を図ることが求めら

れる．  
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3. 事例の傾向分析 

本章では，プロジェクト参加機関との意見交換を通じて得られた取り組み事例の傾向分析結果を

提供する．国内機関における RDMへの取組みは端緒についたばかりであり，どの取り組みが重要視

されているのか不明である．また，特定の取組みを実施することは決定しているが，担当者が明確

になっていないようなケースも想定される．そのため，個別事例に関する意見交換を通じ，参加機

関内での全体的な傾向，共通課題を抽出することを目的として，事例の傾向分析を実施した． 

ヒアリングは，プロジェクト開始年度（2019年度）及び最終年度（2021年度）の 2回に分けて実

施した．表 1にヒアリング結果の概要を示す．なお，意見交換には未定事項や個人の所感が含まれ

ており，参加者の属性による偏りが含まれている可能性がある点には留意されたい． 

 

カテゴリ 2019年度（第 1 回ミーティング時） 2021年度（第 4回ミーティング時） 

①研究者の研究活

動支援 

・多くの機関でクラウドストレージを整

備している 

・利用条件や規模は様々であり，特に傾

向は見られない 

・いくつかの大学で GakuNin RDMと接続した

機関全体でのストレージ契約（オンプレ，ク

ラウド両方）が新たに始まった 

・プロジェクト期間中のデータ管理システム

に着手した事例あり 

②研究公正対応 ・各機関とも，研究公正対応はルール整

備が概ね終了している 

・論文の根拠データの 10年保存に加え，デー

タポリシーに基づく「管理対象データ」10年

保存を併用する事例あり 

③研究データの公

開・発信 

・論文の根拠データを中心に，機関リポ

ジトリでの実践が始まりつつある 

・機関リポジトリでの公開事例に加え，ポリ

シーの改訂を行った事例（公開対象に研究デ

ータを含めた／リポジトリ掲載論文のライセ

ンス対象にデータを含めた）あり 

・データの限定公開機能／ストレージ増強な

どのシステム強化を企画している機関あり 

④研究データの利

活用促進 

・利用案内，広報，利活用事例把握につ

いては限定実施に留まる 

・利活用の促進事業（例：Hackathon の実施

や，利活用研究課題の公募事業の検討）など

の企画あり 

・民間企業へのデータ公開・開示のニーズ調

査を実施した事例あり 

・その他，Scopus/SciVal などのデータ分析

に関する言及あり 

⑤研究データの長

期保存と説明責任 

・各機関とも制度化はされておらず，学

内・部署内ルールで対応されている 

・DXやデータ保存の延長線上での企画あり 

表 1 プロジェクト参加機関による取組み状況の変化 
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 表 1で使用したカテゴリは，2019年に AXIES-RDM部会が策定，公開した「大学における研究デー

タポリシー策定のためのガイドライン」で用いられた 5つのカテゴリを使用した．ヒアリングの結

果，以下の 2つのカテゴリで特に事例の進展が見られた． 

 

① 研究者の研究活動支援 

2019年度の時点で，プロジェクト参加機関の多くがクラウドストレージの整備を実施していたも

のの，RDMの運用と結びついた運用計画の策定は少数機関に留まっていた．2021 年度の時点では，

国立情報学研究所オープンサイエンス基盤研究センター（RCOS）が開発，提供する研究データ管理

システム「GakuNin RDM」と自機関のクラウドストレージを接続し，データポリシーの策定と平行し

て運用計画を策定する機関がいくつか見られた．また，ストレージの提供だけではなく，研究デー

タ管理フローや利用条件の提示などに踏み込んだ管理システムに着手した機関も見られた． 

 

③ 研究データの公開・発信 

2019年度の時点では，論文の根拠データを中心に機関リポジトリで研究データを公開した事例が

いくつか見られた．2021年度の時点ではより踏み込んだ事例として，公開対象とする研究データの

特定やライセンス付与といったポリシー面での整備が見られた．さらに，2022年度以降に研究デー

タの制限公開機能の開発へ着手する予定の機関も見られた． 
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・ 日本原子力研究開発機構（熊﨑由衣） 

・ 北海道大学附属図書館 

・ 理化学研究所（實本英之） 

 

※事例執筆機関はアイウエオ順に掲載した． 
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